
２．金融商品の時価等
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表計上額（＊１） 時価（＊１） 差額（＊１）

\投資有価証券及び有価証券 760¶699¶567 766¶542¶088 5¶842¶521

]現金及び預金 1¶253¶758¶327 1¶253¶758¶327 0

^未払金 (1¶221¶463¶827) (1¶221¶463¶827) 0

（＊１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

Ü．重要な債務負担行為
（単位：円）

件 名 契 約 金 額 平成23年度支出予定額

宇都宮大学附属農場管理棟他トイレ改修等工
事

11¶760¶000 11¶760¶000

宇都宮大学附属農場管理棟他トイレ改修等機
械設備工事

11¶865¶000 11¶865¶000

宇都宮大学附属農場管理棟改修等電気設備工
事

1¶953¶000 1¶953¶000

宇都宮大学附属農場宿泊施設改修等電気設備
工事

1¶995¶000 1¶995¶000

宇都宮大学（峰町）保健管理センタートイレ
改修等工事

5¶460¶000 5¶460¶000

宇都宮大学（峰町）保健管理センタートイレ
改修機械設備工事

4¶189¶500 4¶189¶500

宇都宮大学（峰町）保健管理センタートイレ
改修電気設備工事

1¶365¶000 1¶365¶000
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×．減損関係
１．減損の兆候が認められた資産
資産の種類 電話加入権
使用用途及び使用場所 通信の用 宇都宮大学全団地
帳簿価額等の概要 1¶026¶040円（117回線）

２．認められた減損の兆候の概要
市場価格が帳簿価額に比べ50％以上下落しており、減損会計基準「第３減損の兆候」第２項_

に該当し、減損の兆候が認められました。
３．回収可能サービス価額（使用価値相当額）が帳簿価額を下回っていないため、減損の認識は行っ
ておりません。

Ø．東日本大震災による影響
平成23年３月11日に発生いたしました東日本大震災による当法人の被害の状況等は以下のとおり
であります。
１．被害の状況及び損害額
当法人の峰地区及び陽東地区（いずれも栃木県宇都宮市）並びに戦場ヶ原地区（栃木県日光市）
において、工具器具備品等の一部が損傷するなどの被害が発生しております。被害を受けた資産
の主なものは、建物及び工具器具備品等の有形固定資産（帳簿価額530¶729¶059円）であります。
災害損失につきましては、被災資産の滅失額及び修繕費用の見積額等として56¶408¶000円を見

積っておりますが、当該支出については運営費交付金等による財源措置が明らかであると見込ま
れるため、引当金は計上しておりません。
２．授業料債務の繰越
授業料債務は、期間進行基準に基づき収益化を行っておりますが、東日本大震災に伴い、一部
の契約について当事業年度内の履行が未完了となったため、予定されていた業務が実施されてい
ないと明らかに認められるものとして、当該契約金額87¶432¶450円を翌事業年度に繰り越してお
ります。

Ù．金融商品関係
１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達につ
いては金融機関からの借入れに限定しております。
資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の規定に基
づき、公債のみを保有しており株式等は保有しておりません。
借入金の使途は学生寄宿舎改修整備のための資金であり、主務大臣により認可された資金計画
に従って、資金調達を行っております。

（注１）金融商品の時価の算定方法
\ 投資有価証券及び有価証券
これらの時価については、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっておりま
す。

] 現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

^ 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

Ú．賃貸等不動産関係
当法人が保有する賃貸等不動産は、その総額に重要性が乏しいため、注記の記載を省略しており
ます。

Û．資産除去債務関係
１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
\ 当該資産除去債務の概要
当法人が保有する建物の解体時におけるアスベスト及び放射性同位元素によって汚染された
建物等の除去費用について、資産除去債務を計上しております。

] 当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を９年～46年と見積り、割引率は0•397％～2•285％を使用して、資産除去債務

の金額を計算しております。
^ 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高~ 23¶121¶984円
有形固定資産の取得に伴う増加額 `円
時の経過による調整額 388¶094円
資産除去債務の履行による減少額 `円
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期末残高 23¶510¶078円
~ 当事業年度より国立大学法人会計基準第36「資産除去債務に係る会計処理」を適用した
ことによる期首時点における残高であります。
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